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営業秘密保護・活用に関する
最 近 の 動 き

令 和 ２ 年 ６ 月
経 済 産 業 省

【公表予定】
資 料 ５



（出典）事例については各種報道等を基に経済産業省作成。（令和２年６月３日時点） 1

営業秘密保護・活用に関する最近の動き ～年表～
最 近 の 取 組

平成２７年 １月 「営業秘密管理指針」の全部改訂
２月 ＩＮＰＩＴ「営業秘密１１０番」の設置

平成２８年 １月 「改正不正競争防止法（平成27年改正）」の施行
全国４７都道府県警察において ｢営業秘密保護対策官｣を指定

２月 「秘密情報の保護ハンドブック」の公表
６月 「改正関税法（営業秘密侵害品の税関での水際差止を行う輸出入

禁制品への追加）」の施行
７月 営業秘密官民フォーラムメールマガジン「営業秘密のツボ」の

配信開始
１２月 ｢秘密情報の保護ハンドブックのてびき｣の公表

平成２９年 ３月 INPIT IP・eラーニング用学習教材「秘密情報の保護ハンド
ブック」配信

７月 INPIT近畿統括本部（INPIT-KANSAI） の設置
平成３０年 ５月 不正競争防止法等の一部を改正する法律の成立・公布

１１月 不正競争防止法施行令（営業秘密の推定規定）の施行
平成30年改正（技術的制限手段に係る改正事項）の施行

平成３１年 １月 「営業秘密管理指針」の改定、「限定提供データに関する
指針」の策定

令和 元年 4月 海外における営業秘密漏えい対策支援事業の開始
7月 平成30年改正（限定提供データ等に係る改正事項）の施行
９月 制度研究会の開催（～2年1月まで。2年４月に報告書を公表）

令和 ２年 4月 「中国における営業秘密管理マニュアル」の公表
5月 「テレワーク時における秘密情報管理のポイント」の公表
6月 「渉外事案の適用関係の概要と民事訴訟における考えられる主張

ポイント集」の公表

〇経産省セミナー ：229回（平成27年7月～令和２年3月）
（不競法関連） －うち、営業秘密について説明：183回

－うち、警察庁・都道府県警・公安調査庁と連携：56回
〇ＩＮＰＩＴ「営業秘密・知財戦略相談窓口（営業秘密１１０番）、関西知財戦略支援専門
窓口」への相談：８２５件（令和元年度）

Ｐ Ｒ ・ 相 談

平 成 3 ０ 年 以 降 の 主 な 事 案

ITコンサルから従業員名簿等
を持ち出し開示したとして、元
従業員を逮捕。懲役１年(執行猶
予３年)、罰金50万円の判決。
（H31.3）

システム開発会社の営業情報
を持ち出し開示したとして、元
従業員を逮捕。（H31.1）

切削工具メーカーの設計デー
タを持ち出したとして、元従業
員を逮捕。懲役１年２月、罰金
３０万円の判決。（R1.6）

スポーツ用品メーカーから秘
密情報を持ち出したとして、元
従業員を逮捕。罰金５０万円の
略式命令。（H31.4）

OA機器販売会社から営業秘密
を不正に持ち出したとして、元
取締役と元従業員を書類送検。
（H31.3） 新聞社から社員の賃金データ

等を持ち出したとして、元従業
員を書類送検。(H31.4）

鉄鋼メーカーから技術情報を
海外企業へ漏えいさせたとして、
元従業員に損害賠償として約10
億円の支払い等が命じられた
（東京地裁）。（H31.4）

電子部品等製造メーカーから
技術情報を国外で使用する目的
で不正に持ち出したとして、元
従業員を逮捕。（R1.6）※

塗料メーカーから建設用塗料
のデータを複製し、転職先の競
合会社へ漏えいさせたとして、
元従業員を逮捕。懲役2年6月
（執行猶予3年）、罰金120万円
の判決。（R2.3）

地方銀行の顧客情報を漏えい
させたとして、元行員を逮捕。
（R2.3）

パチンコ店から当たる確率の
高いパチスロ機の設定情報を不
正に取得したとして、元店長を
逮捕。罰金50万円の略式命令。
（R2.2）

人材派遣会社の営業に関する
情報を他社へ不正に開示したと
して、元従業員を逮捕。
（ R1.12）

人材派遣会社から、派遣社員
の個人情報を不正に持ち出して
使ったとして、元従業員３名を
逮捕。（ R2.5）

在日ロシア通商代表部の外交
官に唆され、大手通信関連会社
の機密情報を不正に取得した疑
いで元従業員を逮捕。（ R2.2）

精密部品会社の設計図などを
持ち出し開示したとして、元従
業員および漏えい先役員を逮捕。
その後、漏えい先役員は、営業
秘密の国外使用などの容疑で追
送検。（H30.12）※

※平成27年改正で導入された海外重罰規程の適用案件。



渉外事案の適用関係の概要と民事訴訟における考えられる主張ポイント集

中国における営業秘密管理マニュアル テ レ ワ ー ク 時 に お け る 秘 密情報 管理 の ポ イ ン ト

 不競法の中長期的な課題を検討するため、産業界、
法曹実務家、学識経験者からなる研究会で
①渉外侵害事案に関する不競法の適用関係の整理
②訴訟システム・新たな行為類型に関する検討
（特許法・意匠法等の改正を受けた検討）
③営業秘密侵害罪の罰則強化の必要性、等を議論。

 ①～③の検討結果について報告書として取りまとめ、公
表。 （令和2年4月）

 特に、①に関連して渉外侵害事案への対応について、
企業の訴訟戦略に資するものとして「主張ポイント集」を
取りまとめ、公表。（令和2年6月）

 多くの企業でテレワークが導入・実施さ
れている昨今の情勢に鑑み、
「テレワーク時における秘密情報管理の
ポイント」を公表。（令和2年5月）

 不正競争防止法上の
「営業秘密の保護」の観点から、
企業の秘密情報を適切に守りながら
テレワークを実施していく上でのポイント
をQ&A形式で取りまとめ。

 今後の社会情勢の変化などを踏まえて、
必要に応じ見直しを行う予定。

 経済産業省では、在外日系中堅・中小企業を
主なターゲットにすえて、専門家によるハンズオン
支援と情報提供活動を通じて、営業秘密管理
体制の整備・強化を支援するための
「中小企業アウトリーチ事業」を令和元年度
から開始し、令和2年度も引き続き実施。

 同事業において令和元年度に作成した「中国に
おける営業秘密管理マニュアル」を公表。
（令和2年4月）

 中国における裁判例やプラクティス、
営業秘密支援事業における日系企業の
改善事例や、専門家のハンズオン支援での経験
も踏まえて、基本マニュアルとして取りまとめ。

営業秘密を巡る新たな課題への対応 ～調査研究報告書等の公表～

▶報告書 ▶ポイント集

▶マニュアル ▶テレワークQ&A
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自社の情報が漏れてしまったかも？と思ったときはこちらの窓口にご
相談下さい。
その他、営業秘密管理や知財戦略に関するご相談も、知的財産戦略ア
ドバイザーや知財専門家が無料で応じます。
●営業秘密・知財戦略ポータルサイト：

https://faq.inpit.go.jp/tradesecret/service/
●相談窓口： 03-3581-1101(内線3844)

trade-secret@inpit.go.jp
平日9:00－17:45(受付17:30まで）

●全国４７都道府県の知財総合支援窓口：
http://chizai-portal.inpit.go.jp/

全国共通ナビダイヤル ０５７０－０８２１００ でお近くの支援
窓口につながります。

コンピュータウィルス及び不正アクセスなどの情報セキュリティに
関する技術的なご相談はこちらをご確認ください。

https://www.ipa.go.jp/security/anshin/
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不正競争防止法に関するご質問はこちらまで

不正競争防止法 知的財産政策室 検索

検索エンジンから！

QRコードから！

経済産業省 経済産業政策局 知的財産政策室
〒１００－８９０１ 東京都千代田区霞が関１丁目３番１号
ＴＥＬ：０３－３５０１－３７５２
Ｅ－ｍａｉｌ：chitekizaisan@meti.go.jp

＜関係資料等＞＜相談窓口等＞
◆ＩＮＰＩＴ （(独)工業所有権情報・研修館）
営業秘密・知財戦略相談窓口~営業秘密１１０番～

◆ＩＰＡ( (独) 情報処理推進機構）
情報セキュリティ安心相談窓口

営業秘密官民フォーラム「メールマガジン」バックナンバー

https://www.ipa.go.jp/security/economics/mailmag/index.html

◆営業秘密関連情報サイト【営業秘密のツボ】

◆経済産業省 不正競争防止法解説ウェブサイト
「逐条解説 不正競争防止法」、「営業秘密管理指針」、「秘密情報
の保護ハンドブック」、不正競争防止法改正概要資料など、不正競争
防止法に関するさまざまな資料を掲載しております。

◆知的財産政策室 公式インスタグラム始めました！

知的財産政策室では、新しい広報ツールの1つとして、
Instagram のアカウント『meti_chizai_official』を作成し 、
インスタグラムでの情報発信を進めております。
是非皆さまご覧いただき、フォロー頂けますと幸いです。

営業秘密で困ったことがあれば……相談窓口・関係情報について
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